



































A study of Japanese-style management










営者内部昇進制も変化しているのであろうか。Ronald Dore の日本の CEO は，深刻な状況に陥
らないかぎり社内から選ばれるという主張を仮説として設定し，これを実証した。その結果，東
京証券取引所市場第一部上場の 1,832 社のうち 1,280 社，構成比にして 70％の代表者が内部昇進
者であることが明らかになった。
キーワード： コーポレート・ガバナンス（Corporate Governance），日本的経営（Japanese-style 
Management），内部昇進制（Internal Promotion System），グローバリゼーション
（Globalization）






























































































































そ の 後，1979 年 に Ezra F. Vogel が 有 名
な『ジャパン・アズ・ナンバーワン』14）を
著し，経営学の分野においては，1981 年に
William G. Ouchi が『セオリー Z』15）を著した。




















































































































































































































































































































文 38 件，図書 5 件，博士論文 2 件，雑誌 3 件，











































令」（1947 年 1 月），及び，「財閥同族支配力排
除法」（1948 年 1 月）をあげ，指摘している。
Rikkyo Bulletin of Business No.12
－66－







































































表 2 のとおり，対象企業 1,832 社のうち約
60％にあたる 1,102 社の経営者が内部昇進者で
あることが確認できた。また，内部昇進以外の
725 社についての内訳は表 3 のとおりである。
表 3 からいくつかの特徴的な事項が確認でき
る。まず，⑥創業者の構成比が 24.69％と全体











































































































































































































































































































52） 2014 年 10 月 31 日現在の東京証券取引所第一部
上場企業数は 1,840 社であり，そのうちの外国
会社 8 社を除いた 1,832 社を対象とした。
 参照：東京証券取引所ホームページ http://www. 
tse.or.jp/listing/companies/index.html
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